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１．調達件名 

「SIP包摂的コミュニティプラットフォームの構築」における広報・プロモーション戦略の立案

及び実施等に関する業務委託 １式 

 

２．調達背景 

戦略的イノベーション創造プログラム（以下「SIP」という。）第３期課題の 1つである「包摂的コ

ミュニティプラットフォームの構築」（以下「本課題」という。）は、一人ひとりの多様な幸せ（well-

being）の最大化実現に向けて、国民の包摂的なコミュニティを実現するために、寛容性・自律性が

高められる科学技術を基盤とした社会技術が展開されるプラットフォームを開発し、社会実装する

ことを目的としている。 

 

すなわち、包摂的なコミュニティの形成に資する事業・サービス群が持続可能な形で提供され、それ

らをコミュニティの主体者である住民・市民、それを支える自治体やまちづくりに関わる企業等が、

多様な個人の状況や目指す幸福、コミュニティの状況等に応じて、選択し、採用（購入）できる状態

にあることが求められる。 

 

本課題では、包摂的なコミュニティを実現するために利用できるサービス群を「包摂的コミュニテ

ィプラットフォーム」と位置付け、このプラットフォームを活用し、多様な地域特性に応じた包摂的

コミュニティの適用例を日本全国に多数展開していく。 

 

包摂的コミュニティの形成に向けた課題は多数存在する。「包摂的コミュニティプラットフォーム」

の構成要素として開発すべき科学技術・社会技術や、それを具現化したサービスも多岐にわたり、そ

の開発・充実に終わりはない。社会の状況変化に応じて、プラットフォームを構成する社会技術やサ

ービスも充実・更新が求められる。従って、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期の

５年間では、内閣府へ寄せられた RFI（Request for Information）2も踏まえつつ、現時点で喫緊

の課題として優先度が高いと考えられる領域にフォーカスし、その課題解決のための科学技術・社

会技術を優先的に開発する。具体的には、包摂的コミュニティを実現するためのプラットフォーム

の構成要素として、基盤的要素が高く、様々な対象に対して適用可能な２領域（サブ課題 A と B）、

日本の社会課題の現状において国民の幸福度、経済、社会保障制度の持続性の観点から、早期に取り

組むことが必要な２領域（サブ課題 C と D）、計４つの領域に着目している。なお、後半の２領域

（サブ課題 C と D）については、様々な対象者が想定される中で、少子化対策、女性の活躍推進、

超高齢化社会対応といった緊急性の高い社会課題に対応するために子育て世代・女性と障がい者・

高齢者を対象として設定した。更にこれらは以下のとおり、９つの研究開発テーマに細分化し、SIP

第３期終了の令和９年度までに社会実装することを目標に研究開発を進めている。 

 

サブ課題 A「社会の寛容性向上策」 

  研究開発テーマ A-1 「コミュニティと共進化するデジタルツインによる次世代型包摂的まち 

づくり手法と包摂性評価指標の開発」 

  研究開発テーマ A-2 「多様性寛容の共創システム開発 -『違いがあっても大丈夫』と共育しあ 

えるコミュニティ構築‐」 

 

サブ課題 B「個人の自律性向上策」 

  研究開発テーマ B-1 「自律性の向上を促す行動変容介入サービスの基盤技術の研究開発」 



  研究開発テーマ B-2 「健康無関心層を含めた行動変容の促進による心身の健康を維持・増進す 

るサービスの開発」 

 

サブ課題 C「子育て世代・女性の幸福度向上策」 

  研究開発テーマ C-1 「地域住民の包摂性向上と妊婦・子育て女性の Well-being 最大化に向け 

た社会技術の開発」 

  研究開発テーマ C-2 「女性のボディイメージと健康改善のための研究開発」 

 

サブ課題 D「障がい者・高齢者の生きがい向上策」 

  研究開発テーマ D-1 「高齢者と遠隔家族をつなぐデジタル同居サービスの開発」 

  研究開発テーマ D-2 「移動の課題を克服し高齢者や障がい者の自律を促進する外出支援サー

ビスの開発」 

  研究開発テーマ D-3 「高齢者が生涯にわたって自立的に経済活動ができる包摂的な社会経済

システム構築」 

 

 
 

 

なぜ、包摂性を持ったつながりをつくるのか？

「つながり」を通じて、生きがいと健幸の最大化、生きづらさを感じる人の減少、

災害の際などに助け合いや地域課題を緩和・解決するための

共助かつ持続的な取組みが生まれやすいコミュニティを創ることが重要

社会の寛容性＆個人の自律性向上を可能とする社会技術
-無関心層の行動変容を導く高度な個別支援及び情報提供・拡散技術-

…課題解決のため
の開発要素

市街地や戸建て
団地の再生

DXによる健幸支援

認知機能低下者
の活躍・守る
有事の際の
助け合い

女性特有の健康
を尊重する
経営支援

高齢者の虚弱・
孤立・移動困難国・地域の課題 災害・犯罪

多様性と
女性活躍

少子化 …

サブ課題A1神田昌幸の原図に久野が加筆改変 2024年

子育て母親
支援サービス



３．目的 

令和９年度の社会実装を見据え、広報・プロモーション活動を通じて包摂性を高めることの社会

的ムーブメントに繋げることを１つ目の目的とする。更に、各研究開発テーマにおいて、社会実装の

際に必要となる自治体や企業・団体などのステークホルダー及びアライアンス先（以下「社会実装

先」という。）に対して、周知関心を高め、今後のビジネスマッチングに貢献することを目的とする。 

 

この２つの目的を達成する為に、広報・プロモーション戦略を立て、それに基づく戦術を実行する業

務を委託するものとする。 

 

４．委託業務期間 

契約締結から令和８年３月３１日（火）までとする。 

ただし、令和８年４月以降は各年、「８．成果報告書等の納入物」で定めた「広報プロモーショ

ン計画書」、「成果報告書」及び「次年度見積書」について、本課題のプログラムディレクター（以

下「PD」という。）及び委託者の評価と承認を受けた上で、単年度の随意契約を締結するものとす

る。承認が得られなかった場合は、委託業務期間中であっても契約終了とする。 

 

５．業務概要 

 以下に示す資料に対し６に示す業務を実施すること。 

 

・「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）包摂的コミュニティプラットフォームの構築 

社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」（令和６年６月２０日） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/keikaku/03_community.pdf 

 

６．業務内容 

受託者は、以下の業務を実施すること。また、作業に当たっては、その内容について PD及び委託者

の許諾を得ながら作業すること。 

A）包摂的なコミュニティの普及・発展に資する広報・プロモーション戦略の構築 

本課題の目指す目的における社会実装先に対し、包摂的なコミュニティの普及・発展に資する為

の効果的な広報・プロモーションについて、各研究開発テーマで立案をしている戦略及び戦術と効

果的な相乗効果を生み出すことも含め、専門的な見地から、令和９年度までに目指す全体像及び各

年度に対する広報・プロモーション戦略を立案する。社会実装先については、現時点において自治

体、企業等を想定しているが、詳細については委託者の指示により決定する。 

 

B）戦略を実現するための具体的な戦術立案と実行 

戦術については策定する戦略及び実施期間、予算等をふまえ優先順位を付けて効果的・効率的な

実施ができる内容とすること。戦術に対する KGI/KPIの定義及び効果測定の記載は必須とする。 

 

C）KGI／KPIの定義及び効果測定とレポーティング文書による成果報告書等作成業務 

 

D）本業務における実施、管理、運営体制 

本業務における実施、管理、運営体制を構築すること。会議体運営（必要資料の作成や議事録作成

を含む）、定例報告書（月 1回を想定）、終了時に成果報告書等を適宜作成すること。 

 



７．業務遂行の条件 

（１）広報プロモーション計画書、成果報告書の作成に当たって遵守すること 

 広報プロモーション計画書は、令和９年度までの全期間計画及び各年度計画を含むこと。各年

終了時までに、次年度計画を更新すること。 

 成果報告書は、広報プロモーション計画書に対する成果を記載すること。 

 日本語で作成すること（ただし、固有名詞や文献参照等に外国語表記を用いることは可能）。 

 図表を用い、理解し易いよう配慮の上、体系的に整理された記述にすること。 

 文章や図、写真等を引用する際には、引用部分それぞれにおいて出典元を明記すること。 

 五十音順・アルファベット順の用語集、略語集を含めること。 

 アルファベット等の略語については初出箇所のページ下部に脚注を挿入し、説明すること。 

 受託者は、本業務の実施にあたって、非公開情報は、他の情報と明確に区別して善良な管理者

の注意をもって管理し、本業務実施の目的以外には使用せず、第三者に漏えいしないこと。 

 個人情報の取扱いについては、個人情報保護法等の法令に加え、別記「個人情報取扱特記事項」

を遵守すること。 

 

（２）全体スケジュール 

 受託者にて詳細なスケジュールを提案、管理すること。 

 受託者は、PD、サブ PD、PD補佐、研究開発責任者等及び委託者と定期ミーティングを開催し、

進捗状況の報告を行い、作業の遅延等が生じた場合にはその対策案を委託者に報告するとと

もに、リカバリーに努めること。 

 

（３）本業務に関する留意事項 

 採択後直ちにキックオフミーティングを開催し、全体的な広報プロモーション計画書を PD及

び委託者へ提示し、PDの承認を受け、「３．業務内容」に定める業務（以下「本業務」という。）

を開始すること。 

 本業務に必要な人材、機器、消耗品、業務場所等については、受託者が確保すること。 

 本業務を効率的に進めるため、手法・方法を工夫すること。 

 作業計画を明確に定め、作業項目ごとの工程管理を行うこと。戦略及び全体の状況に合わせて

優先順位を付けて効果的・効率的に実施すること。 

 各ミーティングの形式はリモート形式を主とするが、必要に応じて集合形式でも行うものと

する。 

 PD及び委託者から本業務に関する報告要求があった際には、速やかに対応すること。 

 委託者等との打合せ等で必要となる全ての会話は日本語を用いること。 

 受託者は、本業務の全部または業務の主となる部分を第三者（受託者の子会社（会社法第２条

第３号に規定する子会社をいう。）を含む。）に再委託することはできない。 

 受託者は、知的財産権、情報セキュリティ（機密保持及び遵守事項）、ガバナンス等に関して

本件実施要綱が定める受託者の責務を、再委託先・外注事業者も負うよう必要な処置を実施す

ること。また、再委託・外注先事業者の対応について最終的な責任を受託者が負うこと。 

 受託者は、再委託・外注をするにあたり、安全保障上問題がない再委託・外注先を選定しなけ

ればならない。 

 受託者は、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢力を再委託・外

注先としないこと。 

 受託者は、本課題関連の会議体で、報告等を行う場合、委託者との事前協議の上、関連会議体



に出席し、作業内容について報告すること。また、PD 及び委託者からの指示・助言、提案の

反映に努めること。 

 受託者は、契約期間中に本業務の遂行を終了する場合、委託者が指定する先へ、必要な業務を

速やかに引き継ぐこと。 

 

８．成果報告書等の納入物 

（１） 提出方法・提出期限 

 広報プロモーション計画書、成果報告書を作成し、委託者の了承を得たうえで、紙媒体及

び電子データを提出すること。電子データの形式は PDF と併せて編集可能な形式（例：MS-

Word、MS-Excel、MS-PowerPoint）を含めること。 

 広報プロモーション計画書：採択後３週間以内、各年度終了時までに次年度計画を更新 

 定例報告書：月 1回 

 成果報告書：各年度終了時 

 次年度見積書：各年度終了時 

 

（２） 提出先 

〒567-0085 大阪府茨木市彩都あさぎ７－６－８ 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 戦略企画部 SIP担当グループ 

メール：sip3-housetsu@nibn.go.jp 

 

９．成果物の取り扱いに関する事項 

（１）本業務に係り作成される成果物に係る著作権（著作権法第 27条及び第 28条に定める権利を

含むすべての権利。）は、すべて受託者に帰属するものとする。また、委託者は、納入された成

果物の複製物を、著作権法第 47 条の３の規定に基づき、複製、翻案すること及び当該作業を

第三者に委託することができるものとする。 

（２）委託者及び委託者が指定する第三者による本業務の成果及びこれに関連する著作物の利用に

ついて、受託者は著作者人格権を行使しないものとすること。 

（３）委託者及び委託者が指定する第三者による本業務の成果及びこれに関連する著作物の利用に

ついて、今後、二次的著作物が作成された場合等であっても、受託者は原著作物の著作権者と

しての権利を行使しないものとすること。 

（４）本業務に係り第三者が権利を有する著作物（写真、イラスト等）を使用する場合、その著作

権と肖像権に厳重な注意を払い、当該既存著作物の使用に必要な費用負担や使用許諾契約等に

係る一切の手続きを受託者において行うこと。 

（５）本業務に係り第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合は、当該紛争の原因

が専ら委託者の責めに帰す場合を除き、受託者の責任、負担において一切を処理すること。 

 

10．委託者との協議 

その他本仕様書に記載されていない事項又は本業務の実施にあたって疑義が生じた場合には、事

前に委託者と適宜協議の上、決定するものとする。 

 

以上 

 



（別記） 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 受託者は、本業務の履行にあたって取り扱うこととなる個人情報（個人に関する情報であって、

特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別する

ことができることとなるものを含む。）をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、「個人情報の

保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）等の関係法令を遵守し、個人の権利利益を害するこ

とのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 受託者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契

約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（収集の制限） 

第３ 受託者は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的を明

確にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により行わなければならない。 

 

（適正管理） 

第４ 受託者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失又はき損の

防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第５ 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個

人情報を、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。なお、他の法令に特別の定

めがある場合を除く。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 受託者は、委託者または提供を受けた第三者の承諾があるときを除き、この契約による業務を

行うため委託者または第三者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製し

てはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第７ 受託者は、委託者が承諾をしたときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務について

は、第三者に委託してはならない。 

 

（資料等の返還） 

第８ 受託者は、この契約による業務を行うため委託者または第三者から提供を受け、又は受託者が

収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに第三者から提

供を受けた資料等は提供した第三者に、それ以外は委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただ

し、委託者が別に指示したときはその指示に従うものとする。 

 



（従事者への周知） 

第９ 受託者は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該

業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこ

とその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。 

 

（調査） 

第１０ 委託者は、受託者がこの契約による業務を行うに当たり、取り扱っている個人情報の状況に

ついて、随時調査することができる。 

 

（事故報告） 

第１１ 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

 

（委託者の解除権及び損害賠償） 

第１２ 委託者は、受託者がこの特記事項に定める事項に違反した場合若しくは義務を怠った場合

又はその他個人情報の保護に関する事項について問題があると認める場合は、この契約を解除する

ことができる。 

２ 受託者は、本件特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより委託者が損害を被った

場合には、委託者の求めに応じその損害を賠償しなければならない。 

 

以上 



 

質  疑  書 
 

 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

  理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

                   住 所 

 

                   氏 名(社名) 

 

 

 件 名：「SIP包摂的コミュニティプラットフォームの構築」における広報・プロモ

ーション戦略の立案及び実施等に関する業務委託 一式 

 

 上記件名の調達にかかる質疑事項を下記のとおり提出します。 

 

質  疑  事  項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 質疑書については、質疑の有無にかかわらず、「ご担当者連絡先」と併せて下記期

限までにメールにてご提出ください。 

 

提出期限：令和７年８月８日（金） 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 総務部会計課契約係 keiyaku@nibn.go.jp 



 

ご担当者連絡先 

 

件 名：「SIP包摂的コミュニティプラットフォームの構築」における広報・プロモー

ション戦略の立案及び実施等に関する業務委託 一式 

 

 

 

所属部署 

 

 

担当者名 

 

 

電話番号 

 

 

メールアドレス 

 

質疑書と併せて、下記期限までにメールにてご提出ください。 

 

提出期限：令和７年８月８日（金） 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 総務部会計課契約係 keiyaku@nibn.go.jp 

 

 

 

 

 



参加資格確認関係書類 
 

 

 

１ 厚生労働省大臣官房会計課長から通知された等級決定通知書の写 

 

２ 誓約書 

 

３ 保険料納付に係る申立書 

 

４ その他参考資料 

  会社履歴書等 

  要領記載の企画提案書及び証明書等 

 

提出部数 各１部 

 

提出期限 

   資格関係書類 

令和７年８月 27日（水）１７：００まで 

   企画提案書 

     令和７年９月５日（金）１７：００まで 



契約担当役 

 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

   理事長 中村 祐輔  殿 

誓 約 書 

 

 弊社は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、弊社が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立

てません。 

 また、弊社の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若

しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に

実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は暴力団員（同法第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力

団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に

暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１） 暴力的な要求行為を行う者 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４） 偽計又は威力を用いて契約担当役等の業務を妨害する行為を行う者 

（５） その他前各号に準ずる行為を行う者 

住   所                 

 

商号又は名称                

 

及び代表者氏名             印 



（別紙様式） 

 

保険料納付に係る申立書 

 

 

 当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全

国健康保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び

直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の

保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。 

 なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを

問わず当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競

争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。 

 また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求め

られたときは、速やかに対応することを確約いたします。 

 

 

令和   年   月   日  

 

 

（住 所） 

                       

（名 称） 

                       

（代表者） 

                     印 

 

 

契約担当役  

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

 



公 募 辞 退 届 
 

 

 

 

     件 名：「SIP包摂的コミュニティプラットフォームの構築」における広報・プロモーション 

戦略の立案及び実施等に関する業務委託 一式 

 

 

 

 

上記の件名について、都合により辞退します。 

 

 

 

 

 

 

  令和   年   月   日 

 

 

  契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

      

 

                                   

 

                                      住 所 

 

                             氏 名（社 名） 



 

 

契  約  書 

 

 

 契約担当役 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 理事長 中村 祐輔（以下

「甲」という。）と 【契約者】（以下「乙」という。）とは  「SIP包摂的コミュニティ

プラットフォームの構築」における広報・プロモーション戦略の立案及び実施等に関する業

務委託 一式」について、下記の条項に基づき契約を締結する。 

 

 

記 

 

（信義誠実の原則） 

第１条 甲及び乙は、信義に従って誠実にこの契約を履行するものとする。 

 

（契約の目的） 

第２条 乙は、この契約書に定める事項のほか、別添仕様書に基づき、業務を行い、甲は乙

にその対価を支払うものとする。 

 

（契約金額） 

第３条 契約金額は、以下のとおりとする。 

金       円（うち消費税額及び地方消費税額金     円）。 

２ 前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地

方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、契約金額に１１０分の１０

を乗じて得た額である。 

 

（内訳明細書の提出） 

第４条 乙は、甲が請求したときには、この契約の締結後、速やかに契約金額内訳明細書を

作成し、甲に提出しなければならない。 

 

（履行期限及び納入場所） 

第５条 この契約の履行期限及び納入場所は次のとおりとする。 

  履行期限 令和８年３月３１日 

  納入場所  〒５６７―００８５ 

大阪府茨木市彩都あさぎ７丁目６番８号 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所  

  戦略企画部 SIP担当グループ 

 メール:sip3-housetsu@nibn.go.jp 

 

 

収入印紙 



 

 

 

（契約保証金） 

第６条 この契約の保証金は、免除する。 

 

（監督） 

第７条 甲は、この契約の履行に関し、甲の指定する監督職員に乙の業務を監督させ、必要

な指示をさせることができる。 

 

（検査） 

第８条 乙は、全ての業務が終了したときは、甲の指定する検査職員に通知し、甲は通知を

受けた日から１０日以内に別添仕様書に基づき検査を実施しなければならない。 

２ 乙は、検査に合格したときをもって、業務を完了するものとする。 

３ 乙は、検査の結果不合格となったものについては、検査職員の指示に従い、遅滞なく手

直しをし、再検査を受け、これに合格しなければならない。 

 

（契約金額の支払） 

第９条 乙は、検査終了後支払請求書を作成し、対価の支払いを甲に請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により乙から適法な支払請求書が提出されたときは、これを受理した

日から３０日以内に支払わなければならない。 

 

（遅滞料） 

第１０条 甲は、乙が第５条の期限内に業務を完了しないときは、履行期限の翌日から起算

した遅滞日数に応じその未納付分に相当する金額に対し年３．０パーセントの割合で計

算した額を遅滞料として徴収するものとする。 

 

（遅延利息） 

第１１条 甲は、天災地変等やむを得ない事由に因る場合を除き、第９条第２項の期間内に

対価を支払わないときは、支払金額に対し政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和

２４年法律第２５６号）第８条に定める率を乗じて得た金額を遅延利息として乙に支払

うものとする。 

 

（損害賠償） 

第１２条 乙は、自己の責に帰すべき事由により甲に損害を与えたときは、甲が実際に被っ

た損害に限り、契約金額を上限として、その損害を賠償するものとする。 

２ 乙は、この契約の履行に着手後、第２４条第１項による契約解除により損害を生じたと

きは、甲の意思表示があった日から１０日以内に、甲にその損害の賠償を請求することが

できる。 

３ 甲は、前項の請求を受けたときは、甲乙協議の上定めた金額を賠償するものとする。 

 



 

（違約金に関する遅延利息） 

第１３条 乙が第２４条及び第２６条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わ

ないときは、乙は、当該期日を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３．

０パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（危険負担） 

第１４条 天災その他不可抗力又は甲乙双方の責に帰し得ない事由により、契約の履行が

できなくなった場合は、乙は当該契約を履行する義務を免れ、甲は契約金額の支払いの義 

務を免れるものとする。 

 

（費用負担） 

第１５条 この契約書に別に定めるものを除き、乙がこの契約を履行する上で要する一切

の費用は、乙の負担とする。 

 

（再委託） 

第１６条 乙は、委託業務の全部又は主要部分を第三者に委託することはできない。 

２ 乙は、再委託する場合には、様式１により甲に再委託に係る承認申請書を提出し、その

承認を受けなければならない。ただし、当該再委託が５０万円未満の場合は、この限りで

ない。 

３ 乙は、委託業務の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う当該第三者（以下「再

委託先」という。）の行為について、甲に対し全ての責任を負うものとする。 

 

（再委託先の変更） 

第１７条 乙は、再委託先を変更する場合、当該再委託が前条第２項ただし書に該当する場

合を除き、様式２の再委託に係る変更承認申請書を甲に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

 

（納期の無償延期） 

第１８条 乙は、天災地変その他乙の責に帰し得ない事由によって、履行期限内に業務を完

了できないときは、甲に対して、その事由を詳記して期限の延期を申請し、許可を得なけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、甲は、その事由が正当であると認めたときは、第１０条の規定に

かかわらず、遅滞料を免除することができる。 

 

（著作権等） 

第１９条 この契約の業務遂行において作成・取得されたデータを含む一切の成果物の所

有権及び著作権（著作権法第２１条から第２８条に定める全ての権利を含む）は、甲に帰

属するものとする。なお、乙は著作者人格権を行使しないものとする。 

２ 乙は、甲の承諾なしに、この契約の業務により作成された成果物を自ら使用し又は第三

者に利用させてはならない。 



 

 

（知的財産等） 

第２０条 この契約の業務遂行において新たに生じた発明その他の知的財産又はノウハウ

等に係る特許権その他の知的財産権（特許その他の知的財産権を受ける権利を含む。）及

びノウハウ等に関する一切の権利は、甲に属するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第２１条 乙は、甲の承諾を得た場合を除き、この契約によって生ずる権利又は義務（前条

に規定する権利を除く。）の全部若しくは一部を第三者に譲渡又は委任してはならない。

ただし、売掛債権担保融資保証制度に基づく融資を受けるに当たり信用保証協会、中小企

業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の２に規定する金融機関、資産

の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会

社及び信託業法（平成１６年法律第１５４号）第２条第２項に規定する信託会社に対し債

権を譲渡する場合は、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書きの規定による債権譲渡をすることとなったときは、速やかにその

旨を書面により甲に届け出なければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２２条 甲又は乙は、この契約によって知得した内容を契約の目的以外に利用し、若しく

は第三者に漏えいしてはならない。 

２ 乙は、この契約の業務遂行に必要な従業員以外はこの契約の業務に従事させてはなら

ない。 

３ 乙は、この契約の業務遂行において、媒体および手段を問わずに甲から開示若しくは提

供された秘密情報（以下「本件秘密情報」という。）を第三者に対して開示してはならな

い。ただし、以下のいずれかに該当する情報については秘密情報に含まない。 

一 乙が甲より開示を受けた時点で既に公知であった情報。 

二 乙が甲より開示を受けた時点で既に所有していたことを文書で証明できる情報。 

三 乙が甲より開示を受けた後に乙の責によらずに公知となった情報。 

四 乙が正当な権限を有する第三者から適法に入手したことを証明できる情報。 

五 乙が甲より開示を受けた情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明

できる情報。  

４ 乙は、この契約の業務遂行のために必要な従業員がそれ以外の者に秘密情報を開示し

ないよう、厳正な措置を講じなければならない。 

５ 乙は、本件秘密情報をこの契約の業務のみを目的として使用するものとし、他の目的に

は一切使用してはならない。 

６ 乙は、甲の書面による事前の承諾なしに、この契約の業務遂行のため必要な最小限度の

範囲を超えて本件秘密情報を複写又は複製してはならない。また、必要に応じて施錠可能

な保管庫に格納する等、適正に管理しなければならない。 

７ 乙は、甲から要請がある場合又はこの契約の業務終了後は直ちに本件秘密情報（複写及

び複製したものを含む。）を甲に返還し、又は秘密保持上問題のない方法により処分しな



 

ければならない。 

８ 乙が本条に違反したことにより本件秘密情報が漏洩し、甲に損害が発生した場合には、

乙は甲に対しその損害を賠償しなければならない。なお、賠償額については、甲と乙にて

別途協議し定めるものとする。 

９ 本条は、この契約の業務終了後５年間有効に存続するものとする。 

 

（個人情報保護） 

第２３条 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律第２条第１項にいう個人情報、以

下同じ。）の漏えい等の防止のため、適切な措置を講じなければならない。なお詳細は別

記に定める。 

 

（契約の解除等） 

第２４条 甲は乙がこの契約条項に違反したとき、又は完全に契約を履行する見込みがな

いと認められるときは、甲は何時でもこの契約を解除することができる。この場合、違約

金として甲は、契約金額の１００分の１０に相当する金額を乙に納付させるものとする。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第２５条 甲は、本契約に関して、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部

を解除することができる。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、

その役員又は使用人。以下同じ。）に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律(昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第８

条の２（同法第８条第１項第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定に

よる排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法

第７条の２第１８項若しくは第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知

を行ったとき 

二 乙又は乙の代理人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法第１

９８条又は独占禁止法第８９条第１項の規定による刑の容疑により公訴を提起された

とき（乙の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む。） 

２ 乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の２第１３項又は第１６

項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲に提出しなけ

ればならない。 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第２６条 乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一

部を解除するか否かにかかわらず、違約金（損害賠償金の予定）として、甲の請求に基づ

き、請負（契約）金額（本契約締結後、請負（契約）金額の変更があった場合には、変更

後の請負（契約）金額）の１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払わ

なければならない。 



 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条の２

（同法第８条第１項第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排

除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を

行い、当該納付命令が確定したとき。 

三 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１８項又は第

２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

四 乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法第８

９条第１項の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲

がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（属性要件に基づく契約解除） 

第２７条 甲及び乙は相手方が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告

を要せず、本契約を解除することができる。 

一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

二 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき。 

五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第２８条 甲及び乙は、相手方が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為

をした場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

一 暴力的な要求行為 

二 法的な責任を超えた不当な要求行為  

三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為  

四 偽計又は威力を用いて契約担当役の業務を妨害する行為  

五 その他前各号に準ずる行為 

 



 

（表明確約） 

第２９条 甲及び乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわ

たっても該当しないことを確約しなければならない。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負人等（下

請負人（下請が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再委託以

降の全ての受託者を含む。）並びに自己、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別

に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としないことを確約しなければ

ならない。 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第３０条 乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当

該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなけ

ればならない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人

等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人

等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じ

ないときは、本契約を解除することができる。 

 

（契約解除に基づく損害賠償） 

第３１条 甲は、第２７条、第２８条及び第３０条第２項の規定により本契約を解除した場

合は、これにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第２７条、第２８条及び第３０条第２項の規定により本契約を解除した場合

において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第３２条 乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴ

ロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速

やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を

行うものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第３３条 甲は引き渡された物品について、検査終了後に、種類、品質又は数量が契約の内

容に適合しないこと（以下、「不適合」という。）を発見したときは、乙に対し、納品後

１年以内に限り、相当の期間を定めて、甲の指定した方法により、目的物の修補、代替品

の納入を求めることができる。民法（明治２９年法律第８９号）第５６２条第１項但書は

本契約には適用しない。 

２ 前項の期間内に乙が目的物の修補あるいは代替物の納入をしないときは、甲は乙に対

して代金の減額を請求することができる。 

３ 本条の規定は、不適合について、甲が乙に対して損害賠償を請求し、あるいは契約を解



 

除することを妨げない。 

 

（紛争等の解決方法） 

第３４条 この契約条項又はこの契約に定めのない事項について紛争又は疑義が生じたと

きは、甲乙協議の上、解決するものとする。 

 

（裁判管轄） 

第３５条 この契約に関する訴えは、大阪地方裁判所の管轄に属するものとする。 

 

 この契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するもの

とする。 

 

 

 

 

 令和７年  月  日 

 

              甲  大阪府茨木市彩都あさぎ７丁目６番８号 

            契約担当役 

             国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

               理事長  中村 祐輔 

 

 

              乙   

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式１  

 

令和  年  月  日 

 

 

契約担当役  

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

   理事長 中村 祐輔 殿 

 

 

名称 

代表者氏名          印 

 

 

再委託に係る承認申請書 

 

 

標記について、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１．委託する相手方の商号又は名称及び住所 

 

２．委託する相手方の業務の範囲 

 

３．委託を行う合理的理由 

 

４．委託する相手方が、委託される業務を履行する能力 

 

５．契約金額 

 

６．その他必要と認められる事項 



 

様式２ 

 

令和  年  月  日 

 

 

契約担当役  

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

   理事長 中村 祐輔 殿  

 

 

名称 

代表者氏名          印 

 

 

再委託に係る変更承認申請書 

 

 

標記について、下記のとおり申請します。 

 

 

 

記 

 

 

１．変更前の事業者及び変更後の事業者の商号又は名称及び住所 

 

２．変更後の事業者の業務の範囲 

 

３．変更する理由 

 

４．変更後の事業者が、委託される業務を履行する能力 

 

５．契約金額 

 

６．その他必要と認められる事項 

 

 

 

 

 



 

別記  

 

個人情報取扱特記事項 

 

第２３条に基づき個人情報保護について次のとおり定める。 

 

（基本的事項）  

第１条 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別さ

れ得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約による事務を行うに

当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わ

なければならない。 

２ 乙は、この契約による業務（以下「本業務」という。）を実施するに当たり、甲が乙に

開示する次の各号のいずれかに該当する秘密情報の取扱いは情報セキュリティポリシー

に準拠して適正に行わなければならない。 

一 秘密である旨の表示がなされている資料に記録された情報(書類、電子データを格納し

た電子媒体等の有体物) 

二 口頭又は視覚的方法により開示され、かつ、開示に際し秘密である旨明示され、開示後

１４日以内に書面で相手方に対して通知された情報 

３ 次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報には含まないものとする。 

一 開示を受け又は知得した際、既に自己が保有していたことを文書で証明できる情報 

二 開示を受け又は知得した際、既に公知となっている情報 

三 開示を受け又は知得した後、自己の責めによらずに公知となった情報 

四 正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる情報 

五 相手方から開示された情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明でき

る情報 

 

（秘密の保持）  

第２条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

２ 乙は、甲の秘密情報を本業務のみに使用し、本業務の遂行に直接携わる自己の構成員、

従業員又は役員（以下「従業員等」という。）に対して開示できるものとする。この場合、

乙は、従業員等に対し、本契約上の自己の義務を遵守させるものとする。 

３ 乙は、甲の秘密情報を事前の文書による承諾なしに第三者に開示してはならない。 

４ 第２項の規定にかかわらず、乙が、管轄官庁又は法令の要請により相手方の秘密情報の

開示を命じられた場合は、開示する範囲を可能な限り縮減する等、秘密情報の秘密性を維

持するための合理的な措置を施し、甲へ事前に報告した上、当該秘密情報を関係当局に開

示することができる。ただし、この開示により当該秘密情報の秘密性は喪失せず、乙は引

き続き本契約に従って当該秘密情報を取り扱うものとする。 

 

（収集の制限）  



 

第３条 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、その目的を明

確にし、 目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなけれ

ばならない。  

２ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、本人から収集し、

本人以外から収集するときは、本人の同意を得た上で収集しなければならない。ただし、

甲の承諾があるときは、この限りでない。  

 

（漏えい、滅失及びき損の防止）  

第４条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失及び

き損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（評価結果の取り扱い） 

第５条 乙により本業務の結果得られた情報等（以下「評価結果」という。）を、乙は、甲

の事前の文書による承諾なしに評価結果を第三者に開示又は譲渡してはならない。 

 

（免責） 

第６条 甲及び乙は、本契約に基づき相手方に開示する秘密情報の完全性、正確性、有用性

等について保証するものではなく、秘密情報の使用に起因する損害又は特許権その他の

権利の侵害に関しては、一切責任を負わない。 

 

（権利不許諾） 

第７条 本契約の締結又は本契約に基づく情報の開示によっては、相手方にいかなる特許

その他の財産権に関する権利を与えるものではなく、また、当事者間で何らかの取引を開

始することを確約するものではない。 

 

（知的財産権） 

第８条 乙は、甲から開示された秘密情報に基づいて、発明、考案、意匠、植物品種、デー

タベースの著作物、プログラムの著作物、半導体集積回路の回路配置及びノウハウの創作

が生じた場合には、乙は、直ちに甲に対し通知するものとし、権利の帰属、取扱い等につ

いて甲乙別途協議の上、決定するものとする。 

  

（目的外利用・提供の禁止）  

第９条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を当該事務の目的以外の目

的に利用し、又は第三者に提供してはならない。  

 

（複写又は複製の禁止）  

第１０条 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による事務を行うために甲から提供

された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。  

 

（事務従事者への周知）  



 

第１１条 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後において

も当該事務に関して知り得た個人情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は当該事務の

目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知さ

せるものとする。 

  

（再委託の禁止）  

第１２条 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による事務を第三者に委託してはな

らない。  

 

（資料等の返還等）  

第１３条 乙は、この契約による事務を行うために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲に返還

し、又は復元不可能な方法で廃棄するものとし、その記録を残すものとする。ただし、甲

が別に指示したときは当該方法によるものとする。  

 

（秘密情報の返却・破棄） 

第１４条 乙は、甲が保有する秘密情報に関し、甲が返却若しくは破棄を要求した場合又は

本契約が終了又は解約若しくは解除した場合は、直ちに甲の秘密情報（複写及び複製した

ものを含む。）の全てを甲の指示に従って返却又は破棄するものとする。 

 

（損害賠償等） 

第１５条 甲又は乙は、相手方が本契約に違反し自己が損害を被った場合には、相手方に対

して当該損害の賠償を請求できる。 

 

（調査）  

第１６条 甲は、乙がこの契約による事務を行うに当たり取り扱っている個人情報の状況

について、 随時調査することができる。  

 

（事故発生時における報告）  

第１７条 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったと

きは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（譲渡禁止） 

第１８条 乙は、相手方の書面による同意なしに本契約の全部又は一部をいかなる者にも

譲渡してはならない。 


